様式１

補　助　金　交　付　申　請　書

　　令和　　年 　月　　日

公益財団法人北海道科学技術総合振興センター　理事長 様

（申請者）所在地　
企業名　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　

ものづくり企業ロボット導入促進モデル補助金規程第９条の規定に基づき、下記の事業に関し補助金の交付を受けたいので、「様式１（別紙）」の事項に該当していることを宣誓・同意のうえ、次のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　事業計画名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　※　取組内容を表す簡潔な名称を記載してください。


２　補助金交付申請額
　　　　　　　　　円
※　千円未満切り捨て


【関係書類】
（１） 事業計画書（様式２）
（２） 事業計画概要（様式２別紙１）
（３） 収支予算書（様式２別紙２）
（４） その他添付書類　※最低限にとどめて下さい
（５） 見積書・仕様書やカタログ等


様式１（別紙）
【誓約する事項】
１　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく再生または更生手続きを行っている者でないこと。
２　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第11項に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事業を行っている者でないこと。
３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第３条又は第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人等として使用している者でないこと。
４　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定する政治団体に該当する者でないこと。
５　補助事業の実施に関し、法令に違反していないこと。
６　重大又は悪質な法令違反をしていないこと。
７　今後、上記(1)、(2)又は(3)に該当しなくなったときは、遅滞なく報告すること。

【同意する事項】
（贈与契約の拒否・交付前の贈与契約の解除）
　８　補助金の交付を受ける前に上記１～７に該当しなくなった場合、補助金の交付を受けないこと。
　（交付後の贈与契約の解除）
　９　補助金の交付を受けた後に上記１～７に該当しなくなった場合、財団理事長の指示に従い補助金の全部又は一部を返還すること。
　（成果普及への協力）
10　財団より事業成果の発表や事例の紹介などの要請があった場合には、財団との協議を受け入れ、可能な限り協力すること。
以上





様式２
事業計画書（交付申請提案書）　
様式２の事業計画書は合計４～６枚で記載ください。
申請時は、本記載も含め黄色の注記・記載例は全て削除して下さい。
記入欄の大きさは変更自由。強調したい箇所を赤字、下線とするほか、
図表・写真等を用いてわかりやすく記載してください。

１．事業計画概要
	事業計画名
	

	事業実施期間
	（着手）交付決定日　～　（完了）2027年3月8日

	事業の概要（100字程度）　採択時にこの記載は公表します
※解決したい課題、導入する機器・システムの概要、導入後の効果を簡潔に記載してください。






２．申請企業の概要
(1) 企業について
	申請者名（企業名）
	

	代表者　職・氏名
	

	登記上の本店所在地
	

	製造拠点所在地
（ロボット導入場所）
	※本店所在地や導入場所、中小企業要件（資本金・従業員数等）にご留意下さい。

	設　　立
	　　　　年　　　月
	資本金
	円

	従業員数
	人
	主たる業種
	

	主な製品・技術
	



　
(2) 連絡担当者について　
	担当者所属
	

	担当者職・氏名
	

	担当者連絡先
	Tel
	

	
	Email
	





３．事業の具体的内容
３．１　自社の現状と課題
	(1) 事業に取り組む背景
　※自社を取り巻く外的環境・内的状況など、本事業に取り組むに至った背景・動向を記載してください。
　※本補助金は、製造業の中小企業者におけるロボット導入を通じた省人化のモデルケースを創出し、人手不足の解消を図ることを目的としています。事業趣旨との適合性を意識しながらご記載ください。


	(2) 解決・改善したい課題 
　※ロボットの導入により解決・改善したい課題を記載してください。





３．２　事業内容
	(3) ロボットシステムの構想
　例：現在、〇〇工程における～～といった作業を、・・・が可能となるロボットシステムを導入することにより、△△△といった効果が見込まれる生産性向上の取り組みを行う。
　※(2)で設定する課題と導入するロボットシステムに妥当性があるか留意しながら記載ください。（論理に飛躍が無いか、矛盾が生じていないか、他の代替手段は検討したかなど）
※文書での説明に加え、システム構成図、ポンチ絵などで導入予定のロボットシステムの全体像を示すとともに、製造拠点の写真や図面等を用いてどこにどのように導入するのかが、直感的にわかるよう記載してください。



	(4) 導入するロボットシステムの構成
※複数ある場合は、行を追加して記載してください。
※産業用ロボットについてはスペックがわかるカタログ・パンフレットを添付してください。
①導入する産業用ロボットについて
	製品名・型式
	

	メーカー名
	

	スペック・機能
	

	選定理由
	



②ロボットシステムの特徴について
　※前後工程や全体最適のために工夫している付帯設備等について記載してください。


	(5) 業務プロセスや配置の本件前後の状況
　事業計画概要（様式２別紙１）に記載の通り

	(6) 実施体制
1 社内の体制
	担当部署／責任者の役職／対応人員数など
	主な役割

	例）第一製造部／部長／部員2名
	ロボットシステムの操作・日常点検

	例）生産管理部／主任／部員1名
	定期点検・ロボットSIerとの折衝

	
	



2 ロボットシステム導入にあたっての資金調達の見通し
※本補助金は補助率2/3、補助対象経費に対して、精算払い（後払い）となっています。自己負担分や先行する支出分に対する資金調達の見込みについて記載ください。
　※例）自己資金でねん出、当該投資に対して取引のある○○銀行より資金調達を予定、
　　　　年度間の設備・運転資金として取引銀行より○○円程度の調達を予定など

3 外部の連携者
	会社名など
	主な連携事項

	例）○○社　○○部
	工場の自動化・省人化構想で連携

	例）△△
	生産性向上にかかる社内人材育成で助言

	
	


　

	(7) 実施スケジュール（導入時期、効果検証など）
※適宜、追加・削除し、項目ごとに矢印等を用いて記載ください。

	取組項目
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月

	1.構想・機能設計
	
	
	
	
	
	
	
	

	2.発注
	
	
	
	
	
	
	
	

	3.ロボットシステム組立
	
	
	
	
	
	
	
	

	4.機能評価・検収
	
	
	
	
	
	
	
	

	5.試運転・効果検証
	
	
	
	
	
	
	
	









３．３　事業の効果
	(8) ロボット導入により期待される生産性向上等の効果（目標）
①省人化・省力化効果
	費用低減効果
	根拠

	●●時間／年
	・・作業の削減により平均●時間/日を見込むことから通年で左記効果を見込む。

	●●●千円／年
	作業者一日あたりの平均給与額●●円から通年で左記効果を見込む。




②付加価値向上効果
	収益効果
	根拠

	●●●千円／年
	例１）ロボット導入により・・・工程で24時間の生産体制を構築できることから、生産数量が‥tから・・・tまで生産量が向上し、売上が●●千円増加し、通年で左記効果を見込む。
例２）ロボットを導入する工程から、近年売上が堅調な～～部門へと人員を再配置することで、～～の生産量が向上し、売上が●●千円増加し、通年で左記効果を見込む。
例３）ロボットを導入する工程から、人手が足りず外注に出していた～～作業を内製化することで、●●円の外注費削減を見込む。



③投資回収の見通し
	a.生産性向上額／年（上記①・②合計）
	…,…千円

	b.投資額（補助対象経費総額）
	…,…千円

	投資回収見通し（b÷a）※四捨五入で少数第一まで
	/,/年





	(9) 本事業後の人手不足対策・生産性向上等に向けた自社の戦略
※ 本事業を契機に今後どのような取組みを計画しているか、もしくは自社の戦略の中で本事業をどのように位置付けているのかなど、中長期的な戦略を記載してください。
※ 将来的にどのような効果を期待できるかを記載してください。



３．４　その他
	(1) ノーステック財団とのかかわり
※本事業に関連し、ノーステック財団の支援メニューを活用・利用したことがある場合は、記載ください。（ロボット導入等のセミナーや研修会、展示会等への参加状況、面談や工場見学の受け入れなど。時期も記載すること。）
(2)補足説明
※業界特有の専門的な語句の解説など。無い場合は削除。
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